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弁護士が弁護士のために説く

債権法改正

改訂版

改正法案に即して、
 実務への影響を
　“いち早く把握”できます！

待望の改訂版！
最速リリース！

［編著］　東京弁護士会法友全期会　債権法改正特別委員会
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本書の特長

◆大好評『弁護士が弁護士のために説く 債権
法改正』を、改正法案に即し解説した改訂版！
◆改正法案に即して、“実務への影響”をより分
かりやすく解説！
◆立法趣旨や実務上の問題点を弁護士の視点
から一読で把握！
◆改正が影響する関連法の一部についても解説
を追加！

初版は
 こちら！



第28　定型約款
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当な事由がある場合を除きみなし合意の規定の適用除外となる旨定めた。
なお、定型取引合意後の約款内容開示請求を定型約款準備者が拒んだ場合や

定型取引合意前の開示請求につき定型約款準備者が開示を怠った（＝拒んでは
いない）場合について特段の規定は置かれておらず、そのような場合にまで当
該定型約款がみなし合意の適用除外となるわけではない。もっとも、開示義務
の不履行であるから債務不履行一般の問題となり（部会資料75Ｂ、11頁）、場
合によっては損害賠償義務が発生する余地がある。

4 　定型約款の変更

新設

【現行条文】

【法案】

（定型約款の変更）
第548条の 4　定型約款準備者は、次に掲げる場合には、定型約款の変更を
することにより、変更後の定型約款の条項について合意があったものとみ
なし、個別に相手方と合意をすることなく契約の内容を変更することがで
きる。
一　定型約款の変更が、相手方の一般の利益に適合するとき。
二　定型約款の変更が、契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、
変更後の内容の相当性、この条の規定により定型約款の変更をすること
がある旨の定めの有無及びその内容その他の変更に係る事情に照らして
合理的なものであるとき。

2　定型約款準備者は、前項の規定による定型約款の変更をするときは、そ
の効力発生時期を定め、かつ、定型約款を変更する旨及び変更後の定型約
款の内容並びにその効力発生時期をインターネットの利用その他の適切な
方法により周知しなければならない。
3　第 1項第 2号の規定による定型約款の変更は、前項の効力発生時期が到
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　来するまでに同項の規定による周知をしなければ、その効力を生じない。
4　第548条の 2第 2項の規定は、第 1項の規定による定型約款の変更につ
いては、適用しない。

解説

▶立法趣旨
定型約款に基づく取引開始後に定型約款の内容を変更する必要を生ずる場合
がある。この場合については、契約の一般原則からすると、変更について相手
方当事者の同意がなければその効力は生じないものとなるはずである。
しかし、定型約款が用いられる取引は、相手方が不特定多数であるため変更
につき個別の同意を取り付けることを要求することが現実問題として困難であ
る。
そこで、法案は、定型約款の変更について規律を設けている。
すなわち、その変更が①相手方の一般的利益に適合するか、又は②契約をし
た目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更の内容の相当性、民法の定めによ
り変更をすることがある旨の規定の有無及びその内容その他の変更に係る事情
に照らして合理的であるといえる場合には、定型約款の条項の変更が認められ
る（法案 1項）。
ただし、変更の効力発生時期の定め及び定型約款変更と変更後の内容を周知
しなければならず、これを効力発生時までに行わなければ変更の効力を生じな
い（法案 2項及び 3項）。
なお、法案548条の 4第 1項 1号において定型約款変更要件として具体的な
考慮要素を定めているため、法案548条の 2第 2項によるみなし合意の除外規
定は適用されない（法案 4項）。
▶実務上の留意点
法案548条の 4は、定型約款に変更条項が置かれていることを変更の必須要
件としていない。もっとも、法案548条 4 第 1 項における変更のための要件と
して考慮される具体的事情として変更規定の有無が挙げられているように、変

た（部会資料75Ａ、56頁）。その結果、法案においては、組合員が 1人になっ
た場合を組合の解散事由に加えることは見送られた。したがって、同論点につ
いては、引き続き解釈に委ねられることとなった。

（野村　拓人、廣畑　牧人、山田　博貴、岩田　修一）

第40　その他

今回の改正に伴い、諸法令について規定の整備がなされる。
以下、主要と思われる事項について概説する。

【法案】

商法
（商事法定利率）
第514条　削除
（商事消滅時効）
第522条　削除

解説

法定利率については、改正後は、法案404条の規律に則って運用される（第
9　法定利率）。そして法案404条 1 項は、「利率は、その利息が生じた最初の
時点 おけ 法定利率」 よ とし とから 民法 改正 併せ 利

第40　その他

民事消滅時効と商事消滅時効の適用関係が明確でなく、いずれの規定が適用さ
れるのか判断が容易ではなかったことや時効期間の差異を合理的に説明するこ
とが困難であったことから、民法166条の改正に伴って、統一的な扱いをする
こととなったものである（部会資料78Ａ、12頁以下）。その他、製造物責任法
等においても、時効に関する改正がなされる（整備法案96条等）。

【法案】

破産法
（転得者に対する否認権）
第170条　次の各号に掲げる場合において、否認しようとする行為の相手方
に対して否認の原因があるときは、否認権は、当該各号に規定する転得者
に対しても、行使することができる。ただし、当該転得者が他の転得者か
ら転得した者である場合においては、当該転得者の前に転得した全ての転
得者に対しても否認の原因があるときに限る。
一　転得者が転得の当時、破産者がした行為が破産債権者を害することを
知っていたとき。

二　転得者が第161条第 2項各号に掲げる者のいずれかであるとき。ただ
し、転得の当時、破産者がした行為が破産債権者を害することを知らな
かったときは、この限りでない。

三　転得者が無償行為又はこれと同視すべき有償行為によって転得した者
であるとき。
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この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたします。
また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適応税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用い
ただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税
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お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

お客様の個人情報の
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詳 細・お申し 込 みはコチラ

内容見本 わかりやくすく
【現行条文】【法案】［解説（▶立法趣旨 ▶実務上の留意点）］の順に掲載しています。
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